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Ⅰ．「業務及び財産の管理に関する計画」の基本方針

　　当金庫は、平成１１年１１月１９日、金融再生委員会に対し、「金融機能の再生のための緊急

措置に関する法律（以下「金融再生法」という。）」第６８条第１項に基づく申出を行いました。

これを受けて平成１１年１１月１９日、金融再生委員会より、金融再生法第８条第１項第２号に

基づき、「金融整理管財人による業務及び財産の管理を命ずる処分（以下「管理を命ずる処分」と

いう。）」を受けました。

ここに、金融再生法第１４条に基づき、「業務及び財産の管理に関する計画」の基本方針を定め

ます。

１． 円滑な事業譲渡の早期実施

　　　金融再生法の趣旨を十分に踏まえ、同法に定められた措置を適切かつ効率的に行うことによ

り、当金庫の事業価値の劣化防止および預金の流出防止に努め、可及的かつ速やかに事業譲渡

を実施いたします。

２． 業務の暫定的な維持継続による金融仲介機能の維持、優良な顧客基盤の維持

　　　事業譲渡を円滑に行うまでの間、業務を暫定的に維持継続し、金融仲介機能を維持するとと

もに、優良な顧客基盤を維持することにより、金融機関としての信用力の回復に努めます。

３． 公的費用の極小化

　　　優良な顧客基盤を維持しながら当金庫事業価値の劣化を防止し、組織のスリム化、業務運営

上必要不可欠な資産を除く資産の処分等による合理化を図り、早期譲渡を行うことに加え、不

正事件の調査を進め、不正な流出資金の回収に努めること等によって、公的費用の極小化を図

ります。

　　　

４． 旧経営陣等の責任追及体制の確立等

　　　当金庫が「管理を命ずる処分」を受ける状況に至った原因を明確にするため、金融再生法第

１８条等の趣旨に基づき、内部調査体制を整備し、旧経営陣等の責任を明確にするとともに、

不正な流出資金の回収に努めることといたします。

５． 不祥事件再発防止体制の確立

　　　不祥事件の再発防止、および受皿金融機関への円滑な事業譲渡を図るため、事務の厳正化、
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事務改善および相互牽制の徹底等新たな内部管理体制を確立いたします。

６． 地域経済への配慮

　地域金融機関としての役割を十分認識し、地域の中小零細企業者等に対する金融サービスの

提供に支障が生じないよう配慮するとともに、地域経済に与える影響を最小限に押え、円滑な

業務運営を行います。

Ⅱ．業務の暫定的な維持継続による金融仲介機能の維持の方針

１． 基本運営方針

　　　金融整理管財人による管理期間中の業務運営については、金融再生法の趣旨を十分に踏まえ、

金融仲介機能の維持に配慮した適正な業務運営に努めます。

    　優良な顧客基盤の維持など事業価値の劣化防止のための施策を適時適切に実施し、当金庫に
対する信頼の回復に努め、可及的かつ速やかに円滑な事業譲渡を行うことを目指します。

　　　具体的な業務については、上記方針の下、明確で透明度の高い業務運営に努めます。

２． 管財人会議・業務運営会議の設置

　　　当金庫の最高意思決定機関として、金融整理管財人および金融整理管財人代理により構成さ

れる「管財人会議」を設置し、経営に関する重要事項の審議を行うことといたしました。

　　　また、金融整理管財人、金融整理管財人代理と当金庫役職員との間で十分な審議を行うとと

もに、意思疎通を図り、業務運営の透明性を確保するため「業務運営会議」を設置いたしまし

た。

　　「業務運営会議」では、重要な業務運営案件等の審議を行うとともに、活発かつ公正な討議を

通じ、効率的・効果的な業務運営を実施してまいります。

３． 個別業務運営方針

（１） 与信業務運営方針

与信業務については、金融再生法の趣旨に基づき金融仲介機能の維持に配慮しながら、優

良な顧客基盤の維持と貸出資産の劣化防止に努めます。

① 債務者区分別与信方針

「正常先」については、企業の信用力や案件の妥当性等を十分に審査し、資金需要に応えて

いきます。
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「要注意先」については、債務者の債務履行状況、財務内容の健全性および回収の確実性を

十分に審査し、適切に対応いたします。

「破綻懸念先」「実質破綻先」「破綻先」については、原則与信は行いません。

「純新規先」についても、原則与信は行いません。

② 資金使途

　　　　債務者の事業継続に必要な運転資金・設備資金に対応いたします。

③ 与信残高上限

　　　　「正常先」は、原則「管理を命ずる処分」を受けた日から過去 1年間の最高額を超えない

ものといたします。

　　　　「要注意先」は、原則「管理を命ずる処分」を受けた日の残高を超えないものといたしま

す。

④ 与信期間、担保、保証、適用金利

　　　　回収の確実性や妥当性ならびに収益性等に十分留意し、適切な運営を行います。

（２） 資金調達業務運営方針

　　　　資金調達力の回復・安定のため、適切かつ正確な情報の提供を行い、当金庫に対する信用

の回復に努めます。

　　　　また、資金繰りを的確に把握し、全信連等の関係機関と綿密に連絡をとりながら、必要に

応じて資金支援の手配等に努めるとともに、流動性の高い資産の売却等によって資金の確保

に努めます。

　　　　調達金利、期間等については、市場動向・他行動向および地域性を十分考慮し、適切な運

営をいたします。

（３）投資業務運営方針

　　　　投資業務については、業務上必要不可欠な有価証券等に限り保有するものとし、リスクを

抑えた運営を行います。

（４）経費運営方針

　　　　経費支出については、業務遂行上必要不可欠なものに限定した運営をいたします。

（５）その他の業務の運営方針

　　　　公金業務、内国為替等の業務については、金融仲介機能の維持ならびに取引先基盤の維持

の観点から継続いたします。
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Ⅲ．事業譲渡を円滑に行うための方策

１． 経営責任の明確化

（１） 旧経営陣の辞任等

　　　　「管理を命ずる処分」を受け、平成 11 年 11 月 20 日に理事長が辞任いたしました。

　　　　また、代表権のあった他の役員（専務理事 1 名、常務理事 1 名）については、平成 11 年

12 月 1 日に非常勤理事（無報酬・無賞与）に降格、常勤理事 1 名（本店長）については、こ

れまで支給していた役員報酬分をカットし、非常勤理事 3 名および監事 2 名については、役

員賞与のみを支給しておりましたが、とりやめます。

（２） 役員退職慰労金

　　　 上記の理事長の辞任および他の代表役員の降格に伴う役員退職慰労金については、一切支

給いたしません。その他の現役員についても、今後の辞任に際しては、支給しない方向で検

討します。

　　　また、平成 11 年に辞任した代表役員（1名）へ支給した役員退職慰労金については、今後、

自主的な返還請求を検討します。なお、現在存命中で退職慰労金の支払を受けたことのある代

表役員経験者は、この 1名のみです。

　　　

２． 本部組織の改正

　　　　業務の合理化・効率化を図る観点から、平成 11 年 12 月 1 日付で本部組織の改正（部制の

廃止、課の統廃合）を実施いたしました。

　　　（3部 1 室 7 課　→　3 課 1 室）

　［新組織図］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　金融整理管財人会議　　　　　業務運営会議　　　　　　　　　融資課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　検査室

　　　　　　　　　　　　　　　　業務改善委員会
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３．経費の削減

（１）人員および人件費の削減

当金庫の 11 年 12 月末時点の人員は、84 名でここ数年ほとんど変化ありません。

　　　また、人件費については、新規採用の停止、賞与の削減等により対前期比 50 百万円(▲10％)

程度削減となる予定であります。

　　　今後も当金庫の金融仲介機能を維持しながら、店舗および人員配置の見直しを行うとともに、

より一層の効率化に徹します。

　　　なお、事業譲渡が明らかになる過程で必要に応じ人員の見直しを行う予定であります。

（２）物件費の削減

　　　業務運営に必要不可欠なものに限定した支出の削減に努めます。

なお、事業譲渡が明らかになる過程で、さらに検討を重ねること（営業店の統廃合やシステ

ム関連費用の見直し等）により、さらなる経費削減が可能となるものと思料いたします。

　

［人件費・物件費推移と削減目標］

（単位：百万円）

9年 3 月期
実績

10年3月期実
績

11 年 3 月期
実績

12 年 3 月期
実績予想

13 年 3 月期
目標値

ピーク比

人件費 507 518(ﾋﾟｰｸ) 511 462 413
△ 105
（△20%)

物件費 238 240 256(ﾋﾟｰｸ) 260 214
△ 42
（△16%)

営業経費 756 768 778(ﾋﾟｰｸ) 742 639
△ 139
（△18%)

　（注）営業経費＝人件費＋物件費＋税金

４．店舗統廃合

　　　店舗政策につきましては、基本的には事業譲渡が明らかになる過程で検討を行うこととしま

すが、効率運営の観点から見直しが必要な店舗については統廃合等を検討・実施いたします。

５．保有資産の処分

　　　当金庫が保有する資産につきましては、業務運営上必要不可欠なものを除き、処分する方針

であります。
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６．新たな内部管理体制の確立

　　　不祥事件の再発防止策として、事務取扱いの厳正化および相互牽制等を徹底するため、金融

整理管財人による臨店検査の実施等の直接関与や本部事務部門、検査部門によるチェック機能

を強化いたします。

　　　また、事務部門による臨店指導や既存の委員会を改組した業務改善委員会による事務改善の

取組み、諸規定等の勉強会を実施し、職員の資質向上を図るとともに、組織内各層における内

部管理重視の風土の醸成に努め、新たな内部管理体制を確立します。

Ⅳ．法令等の遵守

　　　

     日々の業務運営が適切に遂行されることを確保するため、「コンプライアンス・マニュアル」

を平成 12 年 1 月に全職員に配付しました。また、総務課が中心となって、説明会・勉強会等で

周知徹底を図っております。

     諸規則等に違反する行為や業務上の事故等が発生した場合は、厳正な処分を行います。

Ⅴ．金融再生法第１８条に定められた措置を効果的に実施するための体制整備等

　　（内部調査事務局の設置）

　　金融再生法第１８条に定められた当金庫の旧経営陣（理事もしくは監事であったもの）等の職

務上の義務違反に基づく民事提訴、犯罪に基づく刑事上の告訴・告発の調査・報告を行うために、

金融整理管財人直属の「内部調査事務局」を設置いたしました。

　　内部調査事務局は、預金保険機構から派遣された実務精通者等により構成されています。

　　今後、内部調査事務局による調査結果に基づき、必要に応じ民事提訴、刑事告訴・告発等につ

いて検討するほか、不正事件の調査を進め、不正流出資金の回収を検討してまいります。

　　

　


